


























































































































































































に関する指針」平成 19年 9月 4日経済産業省
４ 明治 11年太政官布告第 8号
５ 明治 5年太政官公布第 349条
６ 浜田道代『「会社」との出会い－幕末から明治初期まで－』18頁、浜田道代編「日
本会社立法の歴史的展開」（1999年）商事法務研究会
７ 明治 20年 5月 14日勅令第 11号



























１０ 昭和 22年法律第 22号



























































１５ 昭和 24年度証券取引委員会報告書（証券史資料 6巻 613頁・636頁）
１６ 証券取引法第 25条
１７ 証券取引法第 9条、第 10条
１８ 前掲黒沼 577頁


























２１ 証券取引法第 17条、第 18条
２２ SEC s18
２３ 大蔵省証券局年報昭和 40年度 228頁





























２５ 神戸地判昭 53・12・26金商 568号 43
２６ 有沢広巳編・証券百年史（1978）日本経済新聞社




















































２９ 証券取引法第 79条の 22、第 79条の 30
３０ 証券取引法 79条の 27
－２９２－ 日本経大論集 第４２巻 第２号
４．今後の課題
証券取引法が制定された当時から証券取引法と会社法との関係については
議論されてきたが、証券取引法は、会社法の特別法であると説明することが
通説であった(31)。会社法は、株主や会社債権者などの会社関係者の私的利害
を調整する司法であるのに対して、証券権取引法は、投資者保護と国民経済
の健全な発展を目的とした経済法に属する法である。近年では、価格形成機
能を中核とする資本市場の機能の健全な発揮という経済法的観点がさらに重
視されるに至っており、金融商品取引法は、会社法とは本質を異にする法領
域であるという理解が一般的である(32)。金融商品取引法と会社法の規律内容
が、企業内容開示制度において重なりあう部分が多い。近年、上場会社につ
いては、金融商品取引法の規制が会社法と直接交錯するような領域が増加し、
二つの関係に関する議論が高まっている。
しかしながら、非上場化を伴うMBOの増加など、立法時には法が想定し
ていなかった状況が生じつつある。このような状況の中、金融サービス法の
必要性など新たな基準についての議論がなされるべきである。
３１ 前掲鈴木・河本 44頁
３２ 山下友信・神田秀樹編「金融商品取引法概説」（2010）465頁
資本市場規制の射程に関する歴史的考察 －２９３－
